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（趣旨） 

第１条 この法人規程は、国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則（平成１６

年法人規則第１号。第５条第２項第９号において「基本規則」という。）第３５条第１項に規定

する特別な組織として設置するデジタルイノベーション推進機構（以下「機構」という。）の組

織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 
 
（目的及び業務） 

第２条 機構は、デジタル分野における筑波大学（以下「本学」という。）の強みや特色を活かし、

研究、教育、産学連携等の各分野で国内外の教育研究機関、企業等との連携協力を推進するこ

とにより、デジタル分野における研究の多様性及び卓越性を高めるとともにこれらを教育に還

元し、もって本学を当該分野における世界最高水準の教育研究拠点に発展させることを目的と

する。 
２ 機構は、前項の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

(1) 日米デジタルイノベーションハブ事業（日米の大学、研究機関等がデジタル分野における

共同研究や国際協力を推進するためのプラットフォームの構築を目指す事業をいう。）の企

画立案及びその実施に関すること。 

(2) デジタルイノベーションに係る研究、教育、産学連携、国際協力等の推進に関すること。 

(3) デジタルイノベーションに係る本学の教育研究組織等との連携協力及び当該教育研究組

織等に対する支援等に関すること。 
(4) その他デジタルイノベーションの推進のために必要な事項に関すること。 

３ 機構は、前項に規定する業務の具体的な取組を実施する場合には、研究戦略イニシアティブ

推進機構との連携の下で実施するものとする。 
 
（機構長） 

第３条 機構に、機構長を置き、研究を担当する副学長をもって充てる。 
２ 機構長は、機構を統括する。 
 
（副機構長） 

第４条 機構に、副機構長を置き、人工知能科学センターの長をもって充てる。 
２ 副機構長は、機構長を補佐し、機構長に事故があるときは、その職務を代行する。 
 
（機構運営委員会） 

第５条 機構に、その運営に関する重要事項を審議するため、機構運営委員会を置く。 
２ 機構運営委員会は、次に掲げる委員で構成する。 

(1) 機構長 

(2) 副機構長 



 

(3) 教育を担当する副学長 

(4) 産学連携を担当する副学長 

(5) 国際を担当する副学長 

(6) その他機構長が指名する者 若干人 

３ 前項第６号の委員の任期は、２年とする。ただし、任期の終期は、委員となる日の属する年

度の翌年度の末日とする。 
４ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
５ 前２項の委員は、再任されることができる。 
 
（委員長等） 

第６条 機構運営委員会に委員長を置き、前条第２項第１号の委員をもって充てる。 
２ 委員長は、機構運営委員会を主宰する。 
３ 委員長に事故があるときは、前条第２項第２号の委員が、その職務を代行する。 
４ 委員長は、必要と認めるときは、機構運営委員会に委員以外の者の出席を求めることができ

る。 
 
（事務） 

第７条 機構に関する事務は、関連する部等の協力を得て、研究推進部研究企画課が行う。 
 
（雑則） 

第８条 この法人規程に定めるもののほか、機構の組織及び運営に関し必要な事項は、機構長が

別に定める。 
 

附 則 
この法人規程は、令和３年７月２９日から施行する。 


